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流域治水の推進

○施設整備には時間を要することになるが、その間でも、温暖化により洪水による被害が深刻化する恐れがあるため、河川整備を加速するこ
とに加え、本川下流のみならず上流や支川など中小河川も含め流域全体で、国・都道府県・市町村、地元企業や住民などが協働して取り
組む「流域治水」により治水対策を推進。

○令和３年３月に、水害に強いまちづくりや地域防災力の強化などの流域対策と河川整備を組み合わせた「流域治水プロジェクト」を全国109
の一級水系で策定し、本格的に現場レベルで「流域治水」をスタート。

「流域治水」の施策のイメージ

県 ：都道府県 市 ：市町村 [ ]：想定される対策実施主体

③被害の軽減、早期復旧・復興
のための対策



治水機能の強化と水力発電の促進を両立するハイブリッドダムの取組の推進

(1) ダムの運用の高度化

気象予測も活用し、治水容量の水力発電へ
の活用を図る運用を実施。

・洪水後期放流の工夫
・非洪水期の弾力的運用 など

気候変動への適応・カーボンニュートラルへの対応のため、治水機能の強化と水力発電の促進を両立させる
「ハイブリッドダム」の取組を推進。

(2) 既設ダムの発電施設の新増設

既設ダムにおいて、発電設備を新設・増設
し、水力発電を実施。

(3) ダム改造・多目的ダムの建設

堤体のかさ上げ等を行うダム改造や多目
的ダムの建設により、治水機能の強化に加
え、発電容量の設定などにより水力発電を
実施。

治水容量

利水容量
（発電容量等）

洪水前に貯水位を低下
（事前放流等）

雨が予測されない場合
貯水位を上昇（運用高度化）

ダム改造、多目的ダム建設の推進により、治水機能を強化するとともに水力発電の促進を目指す

増電量の目標等を定め、R6にダム運用高度化の本格実施、発電施設の新設・増設を行う事業の事業化を目指し、カーボンニュートラルに貢献

国土交通省管理の３ダム
（湯西川ダム、尾原ダム、野
村ダム）で、ケーススタディ
を実施し、事業スキーム、公
募方法を検討。民間事業者
等からの意見聴取を実施。

国土交通省、水資源機構管理の全ての可能なダムで
試行を継続し、運用の高度化の本格実施を目指す。

発電設備のイメージ

治水

発電

発電

◎上記について官民連携で地域振興への支援にも取り組む

発電

治水

発電

※運用の高度化の試行による増電量
○令和４年度実績
６ダムで試行し、215万kWh（一般家庭約500世帯の年間消費電力に相当）を増電
○令和５年度試行
72ダムで試行し、約２千万kWh（同約５千世帯分）の増電を想定

※「ダムの容量等の共用化」としては、例えば、利水容量の治水活用（事前放流等）、治水容量の利水活用（運用高度化）など。単体のダムにとどまらず、
上下流や流域の複数ダムの連携した取組も含む。ダムの施設の活用や、ダムの放流水の活用（無効放流の発電へのさらなる活用など）の取組を含む。

ダムのかさ上げによる
治水機能の強化と水力発電の増強

ハイブリッドダムとは
治水機能の強化、水力発電の増強のため、気象予測も活用し、ダムの容量等の共用化など※
ダムをさらに活用する取組のこと。

取組内容 令和5年度の取組 令和6年度以降

国土交通省、水資源機構
管理の72ダムで試行。
運用高度化に伴うルール
化の検討。

発電施設の新設・増設を行う事業の事業化（新たに
参画する民間事業者等の公募）を目指す。併せて、地
域振興への支援にも取り組む。

治水と発電、地域振興を
両立させる事業内容を検
討。

ダム改造、多目的ダム建設と合わせて増電を検討。
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国土強靱化等やダムの洪水調節の効果（秋田県）

〇7/14から16日にかけて活発な梅雨前線の影響により、秋田県を中心に記録的な大雨となった。秋田県内の8か箇所の雨量観測所で観測史上
1位を記録（48時間降水量等）するなど、過去に雄物川流域で大きな被害をもたらした平成29年7月に匹敵する大雨となった。

〇雄物川では、３か年緊急対策や５か年加速化対策等による堤防整備や河道掘削の集中的な対策に加え、土地利用規制（災害危険区域の
指定）を組み合わせた輪中堤の整備や玉川ダムによる特別防災操作（流入してくる水を全量貯め込む操作）の効果も相まって、雄物川沿川
の家屋浸水被害を回避。

国土強靱化等の効果 ダムの洪水調節効果

ダムの洪水調節（事前放流、特別防災操作を含む）により、下流河川の

水位上昇を抑え、被害を回避・軽減。

【洪水調節実施ダム：22ダム（事前放流２ダムを含む）】
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 【整備効果】

■総降水量
（大曲雨量観測所（大仙市））

■雄物川本s年の外水氾濫による
浸水戸数

家屋浸水被害
を回避

※平成29年7月と雨量が異なるため、整備前の浸水戸数は、仮に堤
防が整備されていない場合に今回（R5.7月）の洪水によって、浸水し
た可能性のある家屋を水位等から推定して算出

〇土地利用規制（災害危険区域）を組み合わせた輪中堤の整備により、家屋浸水被害を回避
 土地利用規制を組み合わせた治水対策
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自然災害に備えたリスク分散～「代替性」の必要性～①

○令和５年梅雨前線に伴う大雨では、E34大分自動車（朝倉IC～日田IC）では道路区域外からの土砂流入により全面通
行止めとなったが、上り線（２車線）を活用し、約5日で一般車両の通行を確保

あさくら ひた

組合せ雨量が雨量基準（ 連続310mm/時間55mm）
を超過見込みのため、通行止めを実施

6時05分7/10

災害通行止めに移行21時45分7/10
上り線を活用し警察・消防の緊急車両が通行可能に11時00分7/14
応急復旧完了。上り線を活用し一般車両が通行可能22時02分7/15

対面通行規制解除。上り線2車線、下り線1車線通行可能14時56分8/8

現在下り線1車線規制中。復旧完了は概ね1年間の見込み

○E34大分自動車道（朝倉IC～日田IC）
あさくら ひた

【4車線区間の早期開放】

7/10 6時05分 通行止め（延長22.5km）
7/15 22時02分 通行止め解除

※通行止め：5日15時間57分
朝倉IC

E34

E34
杷木IC

日田IC

応急対策イメージ

被災状況

高山トンネル東側坑口
こうやま

上り線 下り線

至 朝倉IC
あさくら

至 杷木IC
はき

崩落土の撤去

上り線

高山トンネル東側坑口
こうやま

至 朝倉IC
あさくら

至 杷木IC
はき

下り線

上り線下り線

高山トンネル西側坑口

至 杷木IC

至 朝倉IC
あさくら

こうやま

はき
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自然災害に備えたリスク分散～「代替性」の必要性～②

○令和３年８月の大雨では、国道１号（滋賀県大津市）が土砂流入により４日間以上通行止めとなったが、並行する名神高速
道路を無料措置することで被災から約半日後にはネットワークを確保

○令和４年８月の大雨では、国道274号（北海道日高町～清水町）では土砂流入により通行止めとなったが、ダブルネットワークを
形成する道東自動車道（占冠IC～十勝清水IC）を活用し、交通機能を確保

【国道１号被災状況（土砂流入：4日7時間通行止）】

至 草津

至 京都

○国道１号（滋賀県大津市）

＜令和3年8月14日＞ ＜令和3年8月17日＞

土砂流入

E1名神高速道路

被災箇所（国道１号）
通行止め区間（国道１号）

E1名神高速道路
（大津IC～京都東IC)
8/15 11時～無料措置実施（被災から半日後）
8/19 5時 無料措置終了

E1

瀬田東JCT
E1

大津IC

国道１号
23,500台/日

京都東IC

8/14 22時30分 通行止め（延長3.1km）
（8/15 11時00分 名神高速無料措置）

8/19 5時00分 通行止め解除
※通行止め：4日7時間

名神

72,600台/日京都市

草津市

E1名神高速道
路

通行止めとなった
国道の代替路として
高速道路が機能

帯広
方面

札幌
方面

無料措置期間中の状況

代
替
路
措
置
区
間

道東自動車道（占冠IC～十勝清水IC）

被災状況

○国道274号（北海道日高町～清水町）

被災箇所
通行止め区間

占冠IC
十勝清水IC

札幌
方面

帯広
方面

占冠IC～十勝清水IC
無料措置を実施

無料措置：8/17 11時 ～8/19 20時

しむかっぷ とかちしみず

E38道東自動車道が
迂回路として機能

被災通行止め：8/16 9時 ～8/19 20時

おおつし

ひだかちょう しみずちょう

しむかっぷ と か ち し み ず

ひだかちょう しみずちょうおおつし
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洪水予測の高度化による早期避難の誘導

〇 一級水系において、気象庁での雨量予測技術の向上の取組と連携し、流域全体の観測情報を活用する
ことによる、本川・支川が一体となった洪水予測を実施することで、予測精度を向上するとともに、低平地を
有する主要な河川では、長時間先（３日程度先）の予測の提供に取組む。

排水ポンプ車の前進配備等の災害対応の高度化や、会見等を通じた早期の警戒の呼びかけを実現
さらに、市町村によるタイムラインを活用した防災や広域避難等の判断を支援

気象庁スーパーコンピュータシステム

2029年度運用開始予定

○次期静止気象衛星・スーパーコンピュータによる線状降水帯、
台風等の予測精度の向上

次期静止気象衛星

大気中の水蒸気量を３次元観測して予測精度を向上

2023年整備開始

気象庁での雨量予測技術の向上 本川・支川が一体となった洪水予測による予測情報の高度化

○改正法の施行により、本川・支川一体の水位予測によって取得した都道府県管理区間の予
測水位情報の提供が可能となったことから、情報提供に関する協定の締結を進め、都道
府県指定洪水予報河川の洪水予報の高度化を推進。

○また、一級水系について、国が実施する本川・支川が一体となった洪水予測において、更な
る水位予測精度の向上や予測の長時間化を行い、災害対応や避難行動の支援を強
化。 ＜全ての一級水系で令和７年度からの実装開始に向け順次着手＞

＜令和５年５月から順次実施＞

現在

堤防天端高

6時間先

一級水系

国
管
理
区
間

一級水系

山間部の河川への流出、氾濫を一
体に表現することで、山間部におけ
る予測精度が向上。

本支川の合流部におい
て、バックウォーターの
影響を考慮した予測が
可能。

水位の観測値（実績値）

新たなモデルによる予測水位

既存のモデルによる予測水位

予測精度向上のイメージ

洪
水
予
報
河
川
等
（
国
）

洪
水
予
報
河
川
等

（
都
道
府
県
）

流域全体の観測情報を
活用することで、予測精
度の向上、予測時間の延
伸に寄与。

※一級水系のうち、低平地を有する主要な河川では、
現在６時間先まで提供している水位予測を長時間化し、
３日程度先の水位予測情報の提供に取り組む。

予測精度の向上により、迅

速な避難等を支援！
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経済の好循環を支える道路ネットワークの機能強化

［三大都市圏における環状道路整備］

○人流・物流の円滑化による生産性向上を図るため、環状道路や拠点間を結ぶ広域道路等の
道路ネットワークの構築・機能強化を推進

［広域道路ネットワークによる連携確保］

出典：「豊かで活力ある東北を取り戻そう」東北の社会資本整備を考える会（代表：（一社）東北経済連合会)

○三陸沿岸道路は全線開通から１年半が経過し、時間短縮
や事故減少等の直接効果の他、企業立地推進や観光活性
化などの波及効果も発現

〇東海環状自動車道の沿線市町の製造業従業者数及び製造品出荷
額等は、東回りの全線着工前に比べ増加傾向

震災後は約５倍の整備スピード

・経済構造実態調査（製造業事業所調査）（R4年）より作成
・従業者数及び製造品出荷額等は、東回り・西回りの合算値
・沿線市町は東海環状自動車道が通過する市町

主要渋滞箇所
（本線部）

5社以上
4社
3社
2社
1社

工業団地に立地した
自動車関連企業数

（H13年以降）

自動車メーカーの
組立工場等

※用地取得等が順調な場合



地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備
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○ 海上輸送網の拠点として機能する港湾は、背後の産業集積を進め、地域の雇用と経済を支え、産業の国際競争力を向上させる重要な役
割を担っている。

○ 民間投資の誘発や集積した産業の物流効率化等に資する港湾施設の整備を重点的に推進する。

２０２３年６月現在。港湾整備に対応した民間投資と新規雇用の例を記載(なお、主に公表情報
を元に記載しているため、計上されていない民間投資額、雇用人数もある。一部、将来分を含
む)。港湾管理者資料、新聞報道等より国土交通省港湾局作成。

国際物流ターミナルの整備

約２７１億円(Ｈ１～Ｈ２１)

国際物流ターミナル

加工食品工場

和田地区

航路・泊地
(-14m)

岸壁(-14m)

臨港道路の整備

約２１２億円(Ｈ17～H29)

岸壁(-14m)航路・泊地(-14m)

泊地(-14m)

飼料工場
サイロ

荷役機械

国際物流
ターミナル

釧路港 国際物流ターミナルの整備

約１８０億円(Ｈ２６～Ｈ３０)
(うち、民間の荷役機械の投資３８憶円)

浦添ふ頭地区

臨港道路

大型商業施設

国際物流ターミナルの整備
（防波堤事業に関するものを除く)

約８８３億円(Ｈ２０～Ｒ３)

臨港道路

岸壁(-18m,-16m)

護岸

荷役・搬送
・貯炭機械

東港地区

航路(-19m)

航路(-18m)

航路・泊地(-18m)

航路・泊地(-16m)

泊地(-16m)

製材加工工場の新規立地等

投資額：約５４２億円
(Ｈ２５～Ｒ５)

雇用創出：約３６０人製材加工工場

泊地(-7.5m)
岸壁(-7.5m)

防波堤

茨城港 岸壁、防波堤等の整備

約１，２７７億円(Ｈ４～Ｒ１４)
防波堤(東)

波除堤(中央)

岸壁(-12m)(耐震)

岸壁(-10m,
-12m,-14m)

国際物流ターミナル

建機工場

国際海上コンテナターミナル

火力発電所

舞鶴港

那覇港

物流倉庫

細島港

食料コンビナートの新規立地

投資額：約３３４億円
(Ｈ２７～Ｈ３１)

雇用増：約１００人

国際物流ターミナルの整備

約２６９億円(Ｈ２９～Ｒ７)

航路・泊地(-12m)

岸壁(-12m)
国際物流ターミナル

食料コンビナート

荷役機械

水島港

工業用フィルム等
製造工場

バイオマス
発電所

敦賀港
国際物流ターミナルの整備

約５０６億円(Ｈ８～R３)

高松港 国際物流ターミナルの整備

約１４５億円(Ｈ１７～Ｒ５)

建設用クレーン工場の
新規立地

投資額：約２１５億円
(Ｈ２９～Ｒ１)

雇用創出：約１００人

小名浜港

ｚ

国際海上コンテナターミナルの整備

約２５８億円(Ｈ２０～Ｈ３０)

清水港

産業機械工場の新規立地等

投資額：約３７２億円
(Ｈ２６～Ｒ２)

雇用創出：約５８０人

自動車部品
加工工場

物流施設

産業用ロボット
生産工場

泊地
(-15m)

岸壁(-15m)
(耐震)

国際海上コンテナ
ターミナル

防波堤（北）
岸壁（-14m）

国際物流
ターミナル

大型商業施設等の新規立地

投資額：約７３０億円
(Ｈ29～R５)

雇用創出：約４，８９５人

建機工場等の新規立地等

投資額：約３，７００億円
(Ｈ１８～Ｒ４)

雇用増：約２，７００人

岸壁、防波堤等の整備

約４６３億円(Ｈ９～Ｒ９)

香西地区

朝日地区

建設用クレーン工場

国際物流ターミナル

岸壁(-12m)(耐震)

航路、泊地
(-12m)

最新鋭の石炭火力発電所の建設

投資額：約３，０００億円
(Ｈ２９～Ｒ３)

雇用創出：約２，０００人
（一日当たりの最大雇用人数）

工業用フィルム工場増設等

投資額：約６０８億円
(Ｈ２７～Ｒ６)

雇用創出：約１３０人

加工食品工場の増設等

投資額：約５９７億円
(Ｈ２１～Ｒ６)

雇用創出：約３３０人

飼料工場の新規立地等

投資額：約１８２億円
(Ｈ２７～Ｒ４)

雇用創出：約５０人

8
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首都圏外郭放水路の整備効果～水害の軽減により産業立地を促進～

○ 中川・綾瀬川流域は、低平な地形で都市化が急速に進展し水害が頻発
○ 首都圏外郭放水路（平成14年部分通水、平成18年全区間通水開始）等の整備により水害が軽減
○ 地元自治体では「水害に強い都市基盤」を広報し企業を誘致し、物流倉庫やショッピングセンター等が立地
○ 進出した企業からは、「水害で強いまちであると実感」などの声が寄せられている

首都圏外郭放水路整備前（Ｈ１２）

首
都
圏
外
郭
放
水
路

外郭放水路が通っているため、
水害の発生の危険性がないと
考え災害にも強いまちであると
実感しております。

世界最大級の地下放水路で
ある首都圏外郭放水路が通っ
ているため、水害で倉庫が水
浸するのを防ぎ商品を守ること
ができる点が良かったと思いま
す。

世界最大級の首都圏外郭放
水路が通ってるため、自然災
害（大雨など）で商品が浸水
するのを防ぎ、万全の状態で
管理体制できる点が立地して
良かったと思います。

（株）玉俊工業所 ＜流通＞ （株）小原運輸倉庫 ＜運輸＞ （株）Ｔ＆Ｓ ＜卸売業＞

進出企業からは、「水害に強いまちであると実感」などの声（春日部市HPより）

0

10

20

30

40

50

H15 H20 H25 H30 R4

首都圏外郭放水路周辺に
立地した企業件数※

件
「水害に強い都市基盤」を広報し企業を誘致

（春日部市HPより）
全区間通水

部分通水

※ 春日部市が指定した産業指定区域のうち、
下柳地区に立地した企業件数（春日部市調べ）

首都圏外郭放水路整備後に立地した物流倉庫、ショッピングセンター等
産業指定区域

首
都
圏
外
郭
放
水
路

令和２年撮影（江戸川河川事務所）

第三立坑

18

第
二
立
坑

首都圏外郭放水路整備後（Ｒ４末）
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地域産業構造転換インフラ整備推進交付金

① 施策の目的

② 施策の概要

③ 施策の具体的内容

半導体等の大規模な生産拠点整備を支える関連インフラの整備を強力に推進することにより、国内投資の促進、雇用機会の創
出等を図る。

半導体等の戦略分野に関する国家プロジェクトの生産拠点の整備に際し、必要となる関連インフラの整備を機動的かつ追加的
に支援するための新たな交付金を創設する。
※デジタル田園都市国家構想交付金の新たなタイプ（地域産業構造転換インフラ整備推進タイプ）として創設。

【プロジェクト選定に当たっての視点】
◎半導体など、国策的見地から支援すべき
大規模な生産拠点整備を行うリーディング
プロジェクトであって、相当規模の立地・
投資を伴うものであること

◎関連インフラを当該地域に一体的かつ集
中的に整備する緊急性・合理性（※）があ
ること
※以下の点で合理的と認められるもの

・周辺地域において基礎的なインフラが整備
されている等

・災害リスクによる影響が軽微であると見込
まれるエリアへの新規立地である等

◎雇用機会の創出、地域経済の活性化など、
周辺地域の地方創生に寄与すること

大規模生産拠点整備プロジェクト プロジェクト選定会議選定

選定プロジェクトの関連インフラ整備に
ついて、都道府県が実施計画を策定

地域産業構造転換
インフラ整備推進交付金支援

TSMC
熊本工場

ラピダス
北海道

○都道府県が民間プロジェクトの関連インフラ
整備について実施計画を策定
（実施計画には、民間事業者と連携し、生産拠点の
整備に必要な関連インフラ整備事業を記載）

○実施計画を踏まえて内閣府が配分計画を作成

○配分計画に基づき、交付金の予算を関係行政
機関に移し替えて執行

【交付対象事業】
選定された民間プロジェクトの関連インフラ（工業
用水、下水道、道路）の整備に係る事業で、実施
計画に記載されたもの

※交付割合は、工業用水 ：３／１０ 等
下水道 ：１／２ 等
道路 ：５．５／１０ 等

【予算】
内閣府 地方創生推進室
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地域産業構造転換インフラ整備推進交付金の支援対象となる民間プロジェクトの選定



コンパクト・プラス・ネットワーク

関係省庁で構成されたコンパクトシティ形成支援チーム （2015.3設置）等により、省庁横断的に市町村の取組を支援関係省庁で構成されたコンパクトシティ形成支援チーム （2015.3設置）等により、省庁横断的に市町村の取組を支援

○ 地域経済の衰退
・ 地域の産業停滞、企業撤退
・ 低未利用地や空き店舗の増加

○ 都市の生活を支える機能の低下
・ 医療・福祉・商業等の生活サービスの維持が困難
・ 公共交通ネットワークの縮小・サービス水準の低下

○ 厳しい財政状況
・ 社会保障費の増加
・ インフラの老朽化対応

○ 人口減少・高齢者の増加
○ 拡散した市街地

都市を取り巻く状況

○都市機能誘導区域
・生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに
誘導する施設（福祉・医療等）を設定

○都市機能誘導区域
・生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに
誘導する施設（福祉・医療等）を設定

○居住誘導区域
・居住を誘導し人口密度を維持するエリアを
設定

○居住誘導区域
・居住を誘導し人口密度を維持するエリアを
設定

コンパクトシティ ネットワーク＋
立地適正化計画

計画策定や都市機能の集約につながる施設整備
に対し、
• コンパクトシティ形成支援事業、
• 都市構造再編集中支援事業等で支援

○ 生活サービス機能や居住の誘導と公共交通ネットワークの形成を連携して取り組む「コンパクト・プラス・
ネットワーク」の取組を推進。

○地域公共交通利便増進実施計画
・路線等の見直し
・等間隔運行、定額制乗り放題運賃等の
サービスを促進 等

○地域公共交通利便増進実施計画
・路線等の見直し
・等間隔運行、定額制乗り放題運賃等の
サービスを促進 等

・ まちづくりとの連携
・ 地方公共団体が中心となった地域公共交通

ネットワークの形成の促進

地域公共交通計画

都市機能誘導区域

居住誘導区域

地域の関係者の連携・協働を通じて、利便性・生
産性・持続可能性の高い地域公共交通へのリ・デ
ザインの加速化に向けて、
• 共創・MaaS実証プロジェクトや社会資本整備

総合交付金等で支援

12
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公共交通軸と連携した拠点整備等による公共交通利用者の増加等【富山市】

○富山市は、立地適正化計画において、公共交通軸と連携した拠点整備等（LRT駅周辺への都市機能誘導、居住
誘導促進等）を位置づけて実施

⇒ 公共交通利用者が増加するとともに地価上昇や固定資産税・都計税の増加といった効果が発生



空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律

○使用目的のない空家は、この20年で1.9倍、今後も増加。
（1998年）182万戸→（2018年）349万戸→（2030年見込み）470万戸

○除却等のさらなる促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の有効活用や適切な管理を総合的に強化する必要。

①空家等活用促進区域 （例）中心市街地、地域の再生拠点、観光振興を図る区域等

・ 市区町村が区域や活用指針等を定め、用途変更や建替え等を促進

⇒安全確保等を前提に接道に係る前面道路の幅員規制を合理化

⇒指針に合った用途に用途変更等する場合の用途規制等を合理化

・ 市区町村長から所有者に対し、指針に合った活用を要請

②財産管理人による所有者不在の空家の処分（詳細は３．③）

③支援法人制度
・ 市区町村長がNPO法人、社団法人等を空家等管理活用支援法人に指定

・ 所有者等への普及啓発、市区町村※から情報提供を受け所有者との
相談対応
※事前に所有者同意

・ 市区町村長に財産管理制度の利用を提案

背景・必要性

１．活用拡大

①特定空家※化を未然に防止する管理
・ 放置すれば特定空家になるおそれのある空家（管理

不全空家）に対し、管理指針に即した措置を、
市区町村長から指導・勧告

・ 勧告を受けた管理不全空家は、固定資産税の
住宅用地特例（1/6等に減額）を解除

②所有者把握の円滑化
・ 市区町村から電力会社等に情報提供を要請

２．管理の確保

窓が割れた
管理不全空家

【目標・効果】
①空家等活用促進区域の指定数： 施行後５年間で100区域
②空家等管理活用支援法人の指定数：施行後５年間で120法人
③市区町村の取組により管理や除却等された管理不全空家及び特定空家数：施行後５年間で15万物件

①状態の把握
・ 市区町村長に報告徴収権（勧告等を円滑化）

②代執行の円滑化
・ 命令等の事前手続を経るいとまがない緊急時の代執行制度を創設

・ 所有者不明時の代執行、緊急代執行の費用は、確定判決なしで徴収

③財産管理人※による空家の管理・処分（管理不全空家、特定空家等）

・ 市区町村長に選任請求を認め、相続放棄された空家等に対応
※所有者に代わり財産を管理・処分。 （注）民法上は利害関係人のみ請求可

３．特定空家の除却等

緊急代執行を要する
崩落しかけた屋根

＜状態＞ 空家の発生

管理不全

特定空家

【良】

【悪】

活 用

除却等

悪化の防止

※周囲に著しい悪影響を及ぼす空家
○所有者の責務強化

・（これまでの「適切な管理の努力義務」に加え、）国、自治体の施策に協力す
る努力義務

法律の概要

令和５年６月１４日公布
令和５年１２月１３日施行
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PPP/PFIの推進

コンセッションによる空港の機能強化

○ 民間の資金・ノウハウを活用するPPP/PFIは、効率的・効果的な社会資本整備に向けて有効な手法。また、民間の
事業機会を創出することを通じ、経済の活性化にも寄与。

○ 令和3年度末までに932件のPFI事業が実施。平成25年度以降令和2年度までにおいて、PPP/PFI事業の事業規模は
26.7兆円であり、令和4年度までの目標（21兆円）を前倒しで達成するなど、着実に民間活力の活用が進む。

○ 今後は、令和4年度以降10年間で30兆円の事業規模を目標に、PPP/PFIの更なる推進を図る。

官民連携によるにぎわい創出

○PFI手法以外にも様々な官民連携手法の活用が進められている。

〇都市公園法に基づくPark-PFI制度は、にぎわい・ビジネス機会の創出
と効率的な維持管理を図る手法として、多くの自治体で導入が検討さ
れている（現在131カ所で活用、132カ所において活用検討中（R4年度末時点））。

駅前だが公衆トイレがなく、樹木
の繁茂により見通しが低下

河川敷でのキャンプ 魅力不足が課題となっていた木伏緑地に、飲食施設・公衆用トイレ
等を整備。利用者増※や約150人の雇用創出などの効果があった

※平日 約650人（前）→約810人（後） 、 休日 約400人（前）→約1200人（後）
（前）H30.11 （後）R5.10

≪岩手県盛岡市・木伏緑地におけるPark-PFI≫
きっぷし

再整備後

再整備前

≪関西国際空港・大阪国際空港（H28．4～：運営権対価：約1．6兆円）≫

新国際線商業エリア（中央エリア）

日本の国際空港として最大規模となる
ウォークスルー型免税店をオープン

ウォークスルー型免税店

○コンセッション（公共施設等運営事業）とは、民間事業者による安定的
で自由度の高い運営を可能とするPFIの一類型。

〇現在までに、19空港においてコンセッションが導入されている。

空港らしい空の風景や解放感を感じる
ウェイティングスペースを設置
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スモールコンセッションについて（概要）

○ 空き家・遊休公的不動産の比較的小規模な既存ストックを自治体が取得・所有等しながら、事業運営は公共施設等
運営事業等により民間事業者に委ね、官民連携で地域活性化につなげるPPP/PFI事業（スモールコンセッション）を推進。

スモールコンセッションの主なポイントと効果 地域・住民

事業者地方公共団体 身近な遊休
不動産の活用

エリアの
価値向上

官民対話を
通じた

ビジネス環境
の創出

参考事例
旧苅田家付属町家群を活用した施設の管理運営事業

（岡山県津山市）

エリアへの展開（イメージ）
：コンセッション対象物件
：連携

✔ エリア価値向上・地域活性化
✔ 利便施設の増加
✔ 思い入れのある施設の継承

✔ 住民サービスの向上
✔ 遊休不動産の有効活用
✔ 維持管理コストの削減
✔ 地域企業や地域産品の活用

✔ 事業機会の増加
✔ 長期的な事業運営
✔ 地域への主体的な貢献
✔ 自由度の高い用途や料金設定

複数の施設のバンドリングや周辺施設との連携等に
より、エリアにおける展開を目指す

【コンセッション手法】
・所有者から寄付を受けた町家群に
ついて、当初、指定管理者制度の
活用の検討がなされていたものの、
より民間事業者の裁量の大きいコン
セッション手法を活用。

・町家群（4棟）を観光拠点施設
（宿泊施設）として独立採算にて
管理運営を行う。

古民家
↓

古民家ホテル

レストラン

カフェ

売店

公園

空き庁舎
↓

美術館

バンドリングして運営
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「建築・都市のDX」の取組

○地理空間情報も活用した「建築・都市のDX」 により、官民が連携した都市情報基盤である高精細なデジ
タルツインの構築・実装を促進することで、EBPMに基づくまちづくりやオープンイノベーションによる新
サービス・産業創出の加速化を図る。

建築BIM PLATEAU 不動産ID
個々の建築物情報の3次元デジタル化 都市全体の空間情報の3次元デジタル化 土地・建物を一意に特定する情報連携のキー

一体的に推進（建築・都市のDX）

建築BIM、PLATEAU及び不動産IDが連携し、建物内からエリア・都市まで地上地下を含め再現した高精細なデジタルツインの整備を促進するため、
①各取組に係る基盤整備や導入を加速化するとともに、②これらが相互連携した「建築・都市のDX」を推進する。加えて、③「建築・都市のDX」に
おける地理空間情報を活用したユースケースを創出し、その整備・実装をさらに加速化させる。

高精細なデジタルツインの早期の社会実装を実現するため、地理空間情報を用いた「建築・都市のDX」を加速化。

地理空間情報を活用し
ユースケースを創出

「建築・都市のDX」による新たなサービス・ソリューションのイメージ

インフラの維持管理の高度化
建物内外にわたる避難誘導・計画の
高度化
災害リスクの精緻な推計
保険料算定の効率化

空き家の把握・推定の効率化
施設予約等の住民・来訪者サービスの
高度化
オープンデータによる不動産取引
や都市開発の効率化

モビリティ・ロボット

ドローンなどの自律移動モビリティ
による屋外から部屋までのピンポイ
ント配送等
農業用機械や交通サービスの運
行基盤として活用

グリーン・カーボンニュートラル

緑化施策効果の把握による適地選定
の効率化
エリア内のエネルギー使用量の精緻
な推計
太陽光発電ポテンシャル等の精緻
な推計

防災まちづくり

埼玉県蓮田市：洪水時の避難ルートの可視化栃木県宇都宮市：将来の都市構造のシミュレーション 北海道更別村：ドローンの運行計画立案支援埼玉県熊谷市：風・熱環境シミュレーション

不動産ID不動産ID
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国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画） 令和３年度～令和７年度

Ⅰ.計画的・集中的な修繕等の確実な実施による「予防保全」への
本格転換

内部の鉄筋が露出した橋梁

クラックが生じた河川護岸

Ⅱ.新技術・官民連携手法の普及促進等によるインフラメンテナンス
の生産性向上の加速化

ドローンを活用した砂防関係施設点検

Ⅲ.集約・再編やパラダイムシフト型更新等のインフラストックの
適正化の推進

ポンプ用特注エンジン

量産用エンジン

小口分散化

イメージ施設更新時にマスプロダクツ型への推進により、
コスト縮減・リダンダンシー確保を実現

事後保全段階の橋梁補修

事後保全 予防保全

トータルコスト

予防保全段階の橋梁補修

損傷が軽微な段
階で修繕。機能
を維持し、維持
管理費用を縮減

塗装劣化やさび
を確認した時点
で修繕を実施

2018年度 2048年度(30年後)

5.2

約５割縮減
約2.4倍増加

単位：兆円

6.5

12.3■事後保全
■予防保全

約1.3倍増加

○ 「国民の安全・安心の確保」「持続可能な地域社会の形成」「経済成長の実現」の役割を担うインフラの機能を、将来にわたって適切に
発揮させる必要。

○持続可能なインフラメンテナンスを実現するため、予防保全への本格転換の加速化や、メンテナンスの生産性向上の加速化、集約・再編
等によるインフラストックの適正化を推進。

加重によるひび
割れが深刻化し、
抜け落ちてし
まった床版

床版の打ち替え
が必要になるなど、
大規模な修繕が
必要に

電磁波レーダー搭載車を活用した床版上面の調査

損傷した海岸護岸

陥没した港湾施設のエプロン

【インフラメンテナンス国民会議】
産学官民が参画する国民会議の会員数は2,000者を
突破。これまでに約130回の各種イベントを開催し、9
技術・延べ76件の社会実装を創出。

スマートフォン搭載のイメージ

【マッチングによる社会実装例】
自動車にスマートフォンを搭載し、走行して収集した
加速度情報の解析により路面の凸凹状況を把握

■事後保全と予防保全のメンテナンスサイクル

■将来の維持管理・更新費の推計結果

■早期に措置が必要な施設は多数存在

■新技術の導入事例 ■インフラメンテナンス国民会議を通じた新技術導入の
マッチング支援

・メンテナンスに携わる人的資源が不足する地方公共団体等が、効率的に
インフラメンテナンスを実施するため、新技術等の導入促進を支援

・地域社会の変化や将来のまちづくり計画等を見据え、必要性の減少や
地域のニーズに応じたインフラの集約・再編の取組を推進

■集約・再編の事例 ■パラダイムシフト型更新の検討

30年間の合計
（2019～2048年度）

約280兆円事後保全

約190兆円予防保全

約3割
削減

供用期間

事後保全の
管理水準

機
能
健
全
性

予防保全の
管理水準

・予防保全の管理水準
を下回る状態への集中
的な修繕等を推進
・予防保全型インフラメン
テナンスサイクルへ早期に
移行し、将来の維持管
理・更新費の抑制を図る

新利根橋:茨城県稲敷市

この取組により橋梁の点検
費用を0.2百万円／年縮減

【撤去後の状況】 新利根橋（撤去前）
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予防保全への移行（道路橋の例）

措置が必要な
施設数

41%

42%

49%

50%

10%

8%

0.1%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

○地方公共団体では修繕等が必要な約42,000橋の措置が未だ完了しておらず、これまでの予算水準では
予防保全への移行までに約20年必要。

■ 修繕等措置状況

着手済み

措置が必要な
施設数

（Ⅲ・Ⅳ判定）

管理者
(点検数) うち完了

11,153
(19%)

27,708
(47%)

58,888全体
（722,176）

562
(15%)

2,383
(62%)

3,825国土交通省
（37,867）

537
(19%)

1,377
(50%)

2,759高速道路会社
（23,507）

10,054
(19%)

23,948
(46%)

52,304地方公共団体
（660,802）

（2021年度末時点）

１年間で判定区分Ⅲ・Ⅳの
橋梁は2,000橋減少

2022年度末時点 1年後

判定区分
Ⅲ・Ⅳ

措置未完了
（約42,000橋）

措置完了
-7,000橋 新たなⅢ・Ⅳ

+5,000橋
判定区分

Ⅲ・Ⅳ
措置未完了

（約40,000橋）

これまでの予算水準では、
予防保全への移行に約20年かかる。

地方公共団体では未だ修繕等が必要な
約42,000橋の措置が完了していない。

■ 橋梁の点検結果の推移

（参考）健全性の診断区分

Ⅲ・Ⅳ計
69,051橋

Ⅲ・Ⅳ計
58,888橋

4年

：Ⅰ（健全） ：Ⅱ（予防保全段階） ：Ⅲ（早期措置段階） ：Ⅳ（緊急措置段階）

2018年度末
までの点検結果

（１巡目点検終了）
(716,466橋)

2022年度末
時点

(723,027橋)

減少

１巡目点検終了時に比べて、老朽化対策は着実に進捗

２０２２年度末時点
措置未完了の橋梁数
約４２，０００橋

１年間に減少する
判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁数

÷ 約２，０００橋/年＝ 約２０年

構造物の機能に支障が生じていない状態。健全Ⅰ

構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態。予防保全段階Ⅱ

構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態。早期措置段階Ⅲ

構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。緊急措置段階Ⅳ
（52,304 - 10,054 = 42,250）

地方公共団体



新技術導入の促進

北海道美深町ウルベシ橋における新技術導入効果

作業時間：4時間
作業人員：3.0人・日

作業時間：1時間
作業人員：0.4人・日

従来技術 橋梁点検車による近接目視

• 交通規制が必要となるため、複数人数での作業が必要
• 時期により、交通誘導員の確保が困難

新技術活用 マルチコプタ点検システム

• 交通規制が不要
• 作業の効率化及び省力化
• 精度・品質の確保・向上

○ インフラの点検・診断などの業務で、ロボットやセンサー等の新技術等を導入している施設管理者の割合は69％（令和５年度調査結
果、令和３年度調査時より23%増）。

○ 維持管理・更新等の効率化のため、コスト縮減効果や省力化が見込まれる新技術等の採用を予定している事業の優先採択や交付
金の重点配分の対象とする仕組みを導入。

○ 国土交通省所管９分野において、施設点検において新技術が活用可能である旨を点検要領等に明記（R3.3までに実施済）。

群馬県伊勢崎市新ひろせ橋における新技術導入効果

合計金額： 90万円
作業工程：３日

従来技術 梯子や点検足場による近接目視

新技術活用 橋梁点検ロボットカメラ

合計金額： 265万円
作業工程：８日

• 人道橋では点検車等が利用で
きず、近接目視が困難

• 点検足場による点検に対して
経済性が優位

• 点検足場の設置・撤去にか
かる期間を短縮

20
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地域のニーズに応じたインフラストック適正化の例（集約・再編等）

■ 道路橋の廃止・撤去
○新幹線を跨ぎ、約60年経過し老朽化が進捗した橋梁を、維持管理費
の削減を図るとともに、橋下空間の安全を確保するため撤去。

撤去

山形県南陽市

■ 都市公園の集約化
○遊休市有地（団地跡地）を活用した小規模公園の集約・再編により、
周辺住民の多様なレクリエーションニーズに対応した公園を新たに設置。

福岡県北九州市

橋梁の集約再編・廃止・撤去等の実施件数 H30～R4年度の累計 1,338件

都市公園の配置・機能の再編を実施した件数 （H29～R4年度末までの累計 332件）

道路の施設の集約・撤去、機能縮小等を検討した管理者の割合
R3年6月 14% → R4年度末 80% → R7年度末（目標）100%

都市公園の集約・再編を実施した公園管理者数
（R3年6月 24団体 → R4年度末 42団体 → R7年度末（目標） 60団体）

新設した吉志ゆめ公園

利用者のニーズに合った新たな公園へ

■河川機械設備のパラダイムシフト型更新
○日本各地で大規模な内水氾濫が頻発するなか、老朽化した排水ポンプ
設備の「大更新時代」の到来に備え、経済性・操作性・維持管理性に優
れた「マスプロダクツ型排水ポンプ設備」の開発・導入を促進。

ポンプ用特注エンジン

量産用エンジン（マスプロダクツ）の導入

量産用特注エンジン

小口分散化

○ 地域社会の変化や将来のまちづくり計画等を踏まえ、必要性の減少や地域のニーズに応じて、インフラの廃止・除却や機能転換等を
行う「集約・再編」の取組を推進し、インフラストックの適正化を図る。

○ 地域における集約・再編等の方針や検討の一助となるよう、各分野においてガイドライン・考え方・事例集等を作成・公表。
○ 長寿命化修繕計画に基づき実施される橋梁等の集約・撤去、機能縮小等について財政支援を実施。
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地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）（R4.12.2社整審・交政審技術分科会技術部会より提言）

○市区町村が抱える課題を踏まえつつ、適確にインフラ機能を発揮させるためには、個別施設のメンテナンスのみな
らず「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」の考え方が重要。

○既存の行政区域に拘らない広域的な視点で、道路、公園、上下水道といった複数・多分野のインフラを「群」と
して捉え、更新や集約・再編、新設も組み合わせた検討により、効率的・効果的にマネジメントし、地域に必要
なインフラの機能・性能を維持するもの。

○地方公共団体を対象に「群マネ」の検討を行うモデル地域を公募。令和５年12月１日、群マネモデル地域とし
て11件（40地方公共団体）を選定し、今後、有識者から助言を頂きつつ、検討の状況に応じて支援を実施。

群マネのイメージ
＜ケース１：広域連携＞ ＜ケース２：多分野連携＞

一つの市区町村がリードし、複数市区町村で連携
多分野のメンテナンスをまとめて実施

道路

公園

上下水道
河川

etc…

Ａ市

Ｂ町 Ｃ村

Ａ県

Ｂ市 D村

Ａ市

C町

都道府県がリードし、管内の市区町村と連携

etc…

提言：https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo03_sg_000214.html

① 北海道中川郡幕別町、音更町
② 秋田県大館市
③ 滋賀県草津市
④ 大阪府岸和田市、泉大津市、

貝塚市、泉佐野市、和泉市、
高石市、泉南市、阪南市、
忠岡町、熊取町、田尻町、
岬町、大阪府

⑤ 兵庫県養父市、豊岡市、
朝来市、香美町、新温泉町

⑥ 奈良県宇陀市、曽爾村、
御杖村、東吉野村、奈良県

⑦ 和歌山県、橋本市、かつらぎ町、
九度山町、高野町

⑧ 島根県益田市、津和野町、
吉賀町

⑨ 広島県、安芸太田町、北広島町
⑩ 広島県三原市
⑪ 山口県下関市

【 選定したモデル地域
（11件／40地方公共団体）】
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民間提案に基づく新たな官民連携手法を活用した広域的・戦略的なインフラマネジメント

input

ニーズ：地方公共団体が抱えるインフラの課題（インフラ老朽化、技術職員不足、カーボンニュートラル推進等）
地方の課題解決に向けて、民間が有するソリューションを募り、明確化した上で、国土交通省が
一体となって全国自治体等に積極展開し、先導モデルを形成

一元的なオペレーションを通じた
スケールメリットの発揮

データプラットフォームによる
情報の一元管理・活用

市
民

データプラットフォームを活用
した戦略的なメンテナンス

広域・複数・多分野の
インフラ群マネジメント

再生エネルギー
の活用促進

新技術・デジタルツールを活用した点検・検知

損傷個所を検知

車に搭載したスマホ等で路面状
況を撮影、AIが損傷検知

空中探査装置車体搭載による、
地中空洞化の早期発見

ドローンとAI画像診断
を活用した橋梁点検

太陽光発電舗装シス
テムの導入

IoTの活用による
インフラの常時遠隔監視

（出典）PASCO

（出典）
東亜道路工業株式会社

（出典）奥村組
（出典）UrbanX
Technologies

（出典）UrbanX
Technologies

自治体

点検 診断

劣化
予測

橋梁
データスマホから

損傷情報
等を投稿

センシング
データ

予防保全
型の修繕

データに

修繕計画

データに
基づく

修繕計画

（出典）東設土木コンサルタント、
キヤノン

道路
データ

■包括民間委託
■PFI事業・・・・ 予防保全型メン

テナンスサイクル
によるLCC削減 活用

活用input

地元企業
JVなど

PPP事業者

積極展開

活用

公園
データ

○ 「地域インフラ群再生戦略マネジメント」などの広域的・戦略的なインフラマネジメントの推進にあたっては、民間提案に基づく新たな
官民連携手法を地方公共団体に広げていく取組も重要。

○ 地方公共団体が抱える課題・ニーズに対して、幅広い分野の民間企業からDXや新技術を活用した事業スキームなどの提案が寄せ
られている。

〔シーズ提案の一例〕
シーズ：民間が有するインフラメンテナンスに関する新技術や先導的な事業スキーム
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水道整備・管理行政の移管に伴う機能強化

〇 近年の水道整備・管理行政では、人口減少社会の到来に伴う事業者の経営環境の悪化や、施設
の老朽化、災害の激甚化による施設被害等が課題となっており、早急な対応が求められている。

〇 こうした課題を踏まえ、改正法※に基づき、令和６年４月より、社会資本整備や災害対応に関する専
門的な能力・知見を有する国土交通省に水道整備・管理行政を移管し、国土交通省の層の厚い地方
整備局等を活用しつつ、上下水道一体で取り組む体制を構築し、機能強化を図る。

＜老朽化が進む水道管＞

被災して崩落した水道管

散水車（給水装置付）による給水支援

管 路 経 年 化 率 ( % )

管
路

経
年

化
率

（
％

）

法定耐用年数を超えた管路延長÷管路総延長×100

6.0 6.3 7.0 7.1 7.8 8.5 9.5 10.5
12.1

13.6
14.8

16.3
17.6

19.1
20.6

0

5

10

15

20

25

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

年々、経年化率が上昇

管路の老朽化

※生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律（令和５年５月１９日成立） 水道移管関係
• 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法に基づく国庫負担の対象に「水道」を追加し、災害により被災した水道施設の迅速・確実な復旧を図る。

【公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法】
• 社会資本整備重点計画法に「水道」を位置づけ、水道施設の効率的・計画的な整備を図る。【社会資本整備重点計画法】
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自動運転の実現に向けた取組

○経済産業省等の車両開発・実証事業と連携し、路車協調によるレベル４自動運転トラックの実現に向けた実証実験を新東名高速道路において実
施予定。

○自動運転の実現に向け、一般車や歩行者・自転車が混在する一般道交差点等において、道路交通の円滑性・安全性向上が図られるよう、路車
協調による実証実験を実施予定

路車間通信

落下物の検知、
情報提供

工事規制情報
の提供

本線車両の検知、
合流支援情報の提供

道路管理者

車両検知センサ

道路インフラによる支援（高速道路）

2024年度に、新東名高速道路の駿河湾沼津SA～浜松SAにおいて、
100km以上の自動運転車優先レーンを深夜時間帯に設定
レベル４自動運転トラックを対象に、合流支援情報、落下物情報や
工事規制情報について提供

道路インフラによる支援（一般道路）

①センサによる状況
把握、AI解析によ
る歩行者等の検出

②自動運転車に伝送

③車両制御

対向車

歩行者

自動運転車

交差点等の道路状況を検知し、車両等へ情報提供
政府目標（2025年度目処 50カ所程度、2027年度 100カ所以上）の
実現に向けて、道路側からも必要な支援を実施



i-Construction 2.0（建設現場のオートメーション化）

○ 建設現場の生産性向上の取組であるi-Constructionは、2040年度までの建設現場のオートメーション化の
実現に向け、i-Construction 2.0として取組を深化。

○ デジタル技術を最大限活用し、少ない人数で、安全に、快適な環境で働く生産性の高い建設現場を実現。

○ 建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、国民生活や経済活動の基盤となるインフラを守
り続ける。

で 年度までに
実現する目標

省人化
・人口減少下においても持続可能なインフラ
整備・維持管理ができる体制を目指す。

・2040年度までに少なくとも省人化3割、
すなわち生産性1.5倍を目指す。

安全確保
・建設現場の死亡事故を削減。

働き方改革・新３Ｋ
・屋外作業のリモート化・オフサイト化。

i-Construction 2.0で実現を目指す社会（イメージ）

第5期技術基本計画を基に一部修正

：建設現場のオートメーション化に向けた取組
（インフラ アクションプランの建設現場における取組）

遠隔・自動で
完成検査

ICT技術で建設現場
を効率的に管理

AIが工程・安全を
コントロール

建設現場の
完全無人化

非接触で
地質の調査が可能に ロボットに最適化

された作業環境に

誰でも遠隔でロボット・
建機を操作できる

危険な場所でも
自動で作業できる

無人で道路・橋が
できあがる

26



建設現場のオートメーション化に向けたトップランナー施策

３．施工管理のオートメーション化（リモート化・オフサイト化）

・BIM/CIMなど、デジタルデータの後工程への活用
・現場データの活用による書類削減・監理の高度化、
検査の効率化

２．データ連携のオートメーション化（デジタル化・ペーパーレス化）

建
設
現
場
の
オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
化
を
実
現

１．施工のオートメーション化

自動施工における
安全ルール策定

自律施工
技術基盤OPERA

・建設機械のデータ共有基盤の整備や安全ルールの策定など自動施工の環境整備を
進めるとともに、遠隔施工の普及拡大やAIの活用などにより施工を自動化

環境整備
建設機械施工の自動化

・リモートでの施工管理・監督検査により省人化を推進
・有用な新技術等を活用により現場作業の効率化を推進
・プレキャストの活用の推進

施工データ共有
基盤整備

27
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インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

写真：成瀬ダム堤体打設工事HP

自動化建機を遠隔管制

自動化建機（自動ダンプトラック・自動ブルドーザ）によるダム堤体打設工事

■新技術を活用したインフラの点検・維持管理の高度化

ICT建機

オペレーター

■３次元データの活用やICT施工などの推進

設計・施工等における
ICT等の普及・活用促進、

建設機械施工の自動化・自律化
（3次元設計データにより
自動制御等が可能）

自動化施工の事例：成瀬ダム（秋田県）
■抜本的な建設現場の省人化に資する自動施工技術の現場実装

施工性の向上、災害復旧等の迅速化や安全性の向上を実現

ドローン・AI等を活用して異常箇所を
自動抽出する技術開発を推進

AI画像判読により
自動抽出された変状箇所

AI判読イメージ 撮影状況

UAV
（無人航空機）

○ 日本全体の生産年齢人口が減少する中、 建設業が引き続き、頻発化・激甚化する災害の緊急・復旧対応のほか、社会経済を
支えるインフラ・都市開発等の持続的な整備やメンテンナンスを進めていくためにもi-Construction 2.0の取組等によるデジタル
技術の積極的な活用を通じ、建設現場の省人化・省力化に資する生産性向上の取組は社会的な要請

管制室



「ヒトを支援するAIターミナル」の実現に向けた取組

○ 港湾での待ち時間短縮や荷役効率化に向け、ＣＯＮＰＡＳの活用、コンテナターミナルゲートの高度化や遠隔操作ＲＴＧの導入等、
「ヒトを支援するＡＩターミナル」の取組みの社会実装を進めるとともに、ＡＩターミナルの取組みをさらに深化させ、港湾における更なる
生産性向上と労働環境改善に資する技術開発を推進する。

ターミナルオペレーションの最適化 RTG※の遠隔操作化

コンテナダメージ
チェックの効率化

荷役機械の予防保全

熟練技能者の暗黙知の継承

「ヒトを支援するAIターミナル」のイメージ

快適 安全

遠隔操作RTG導入後の
荷役作業

管理棟等の遠隔操作室内からRTGを遠隔操作することが可能となることで、
労働災害リスクが減少し、労働環境の改善が図られる。

※ RTG：タイヤ式門型クレーン
（Rubber Tired Gantry crane）

RTG※の遠隔操作化

港湾技術開発制度の概要
生産性向上や労働環境改善に資する技術開発テーマを国が設定
港湾のイノベーションを目指す民間企業に対して具体の技術開発案件を募集し、
審査を経て当該テーマに合致する案件を採択
採択した技術の開発を推進し、当該技術の製品化や港湾への実装を実現

要素技術の
研究・開発

・プロトタイプの設計・開発
・検証環境の構築

・現場実証
・効果検証

技術開発を推進

プロトタイプ
完成

・製品化
・港湾への実装

＜現状のゲート作業＞

○ 予約情報の確認

○ コンテナダメージチェック
○ コンテナ番号、シール番号読取

○ 搬入情報の事前照合
○ 行先指示書の発行
○ 機器受渡書（EIR）の返却

書類のやり取りやダメージチェックといった現場
での作業が発生。

ターミナルの入場には、車両１台ごとに、これ
ら全ての作業が完了する必要がある。（1
台あたり最大3～5分程度要する。）
これに加えて、ゲート前での渋滞による待機
時間が発生。

ターミナル内の行先（プラカード）を手交 目視でのコンテナダメージチェック

＜高機能なゲートの導入＞
来場予約システムの導入による、来場する
トレーラーの平準化、予約情報の確認の
効率化。
ダメージチェックシステムの導入による、コン
テナの目視確認の効率化。
搬入情報の事前照合、ターミナル内行先
指示の電子化、その他書類のやり取りの
効率化。

コンテナターミナルゲートの
高度化

外来トレーラーの自働化
コンテナ搬出入処理能力の
向上(CONPAS)
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建設業の働き方改革の推進

■ 建設業における労働環境の現状

○ 建設業は他産業に比べて若手が少なく、
高齢化が進展

○ 公共工事では繁閑の差が激しい

年齢別就業者の推移 年間実労働時間の推移 公共工事における工事出来高の状況

○ 建設業は他産業に比べて労働時間が長く、
休暇が少ない

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出
（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業法・入契法※２の改正品確法※１の改正

○発注者の責務
・適正な工期設定（休日、準備期間等を考

慮）

・施工時期の平準化（債務負担行為や繰越明
許費の活用等）

・適切な設計変更（工期が翌年度にわたる場
合に繰越明許費の活用）

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準
を作成・勧告

・著しく短い工期による請負契約の締結
を禁止

（違反者には国土交通大臣等から勧告・
公表）

・公共工事の発注者が、必要な工期の確保
と施工時期の平準化のための措置を講ず
ることを努力義務化＜入契法＞

公共工事での取組

○ 国交省直轄工事では「月単位の４週８休」を推進。
労務費や現場管理費等の経費を補正して予定価格
に反映。また、休みを土日とした完全週休２日を実施
した工事について、工事成績で加点。

○ 都道府県発注工事については、「工期を通じた４週
８休相当」の100%実施を目標に設定し、取組結果
を集計・公表。

○ 市町村発注工事についても、週休２日工事の制度
導入率100%に向け、取組の推進等を要請。（目
標設定や結果の集計・公表を検討中）

■ 建設業の働き方改革に向けた取組

新・担い手３法（品確法と建設業法・入契法の一体的改正（Ｒ元年６月）

※１：公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成17年法律第18号） ※２：公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）
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厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者
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令和４年度

国 都道府県 市区町村

（単位：億円）

繁忙期は業務量が多く、人材不足や長時間労働が懸念される
一方、閑散期は業務量が少なく、労働者の収入が不安定となる

公共工事における1年間の工事出来高の状況

出典：国土交通省「建設総合統計」

閑散期 繁忙期
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新３Kを実現するための直轄工事における取組

建設業の新３K（給与・休暇・希望）を実現するため、国土交通省直轄工事において各種モデ
ル工事（総合評価や成績評定での加減点）などの取組を実施。
中長期的な建設業の担い手を確保し、地域の安全・安心や経済を支える。

給与
「労務費見積り尊重宣言」

促進モデル工事★

• 日建連による「労務費見積り尊重宣
言」を踏まえ、下請企業からの労務費見
積を尊重する企業を、総合評価や成績
評定において優位に評価。

• R2.1月より大規模工事を対象に、関
東地整で先行的にモデル工事を発注。

• R2年度は全国でモデル工事を発注。
＜R4年度契約件数＞

促進モデル工事：51件

CCUS義務化モデル工事等★

• 新たに、一般土木において、CCUS活
用の目標の達成状況に応じて成績評
定を加減点するモデル工事を発注。

＜R4年度の契約件数＞
義務化モデル工事：76件
活用推奨モデル工事：347件

休暇
週休2日対象工事★

• 週休2日の確保状況に応じて、労務費
等を補正するとともに、成績評定を加減
点する「週休2日対象工事」を発注。

＜これまでの実績＞
165件(H28年度)
→1,106件(H29年度)
→2,745件(H30年度)
→4,450件(R1年度)
→6,853件(R2年度)
→7,300件(R3年度）
→7,257件(R4年度)

適正な工期設定指針
• 適正な工期を設定するための具体的・

定量的な指針をR2.3に策定・公表。
＜主な内容＞

施工実日数のほか、準備・後片付け
期間、休日、天候等を考慮
余裕期間制度の原則活用
受発注者間の工事工程の共有

希望
i-Constructionの推進★

• 建設現場の生産性を向上するため、必
要経費の計上とともに総合評価や成績
評定を加減点する「ICT施工」を発注。

＜これまでの実績＞
584件（36%） (H28年度)
→918件（42%）(H29年度)
→1,104件（57%）(H30年度)
→1,890件（79%）(R1年度)
→2,396件（81%）(R2年度)
→2,264件（84%）(R3年度)
→2,064件（87%）(R4年度)

中長期的な発注見通しの公表
• 改正品確法を踏まえ、R2年度より中長

期的な工事発注見通しを作成・公表。

誇り・魅力・やりがいの醸成
• 建設業のリブランディングに向けた提言を

R2.1にとりまとめ。

★総合評価や成績評定におけるインセンティブやペナルティによって取組を推進

希望
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建設キャリアアップシステムの概要

全 国 （ 公 表 ３ ２ 分 野 ）（年収）

レベル4
（中位～上位）

レベル3
（中位）

レベル2
（中位）

レベル1
（下位～中位）

7,070,000 ～ 8,770,000円6,280,000円5,690,000円3,740,000 ～ 5,010,000円

本資料に示す金額に法的拘束力はなく、支払いを義務付けるものではない。

「上位」は上位15%程度の賃金水準であり、最上値ではない。

技能者にカードを交付

＜建設キャリアアップシステムの概要＞

技能者が現場入場の際に
カードタッチで履歴を蓄積

ピッ！

工事情報を登録し、
カードリーダーを設置

【技能者情報】
・本人情報
・保有資格
・社会保険加入 等

社会保険加入の確認、施工体制台帳の作成 など

目的

「建設キャリアアップシステム」は、技能者の資格や現場就業履歴等を業界横断的に登録・蓄積し、
技能・経験に応じた適切な処遇につなげようとするもの（レベル別年収の試算も公表）

技能者の技能・経験に応じた処遇改善を進めることで、①若い世代がキャリアパスの見通しをもて、
②技能者を雇用し育成する企業に人が集まる建設業を目指す

また、社会保険加入の確認や施工体制の確認などの現場管理を効率化し、生産性向上を目指す

技能者の処遇

人材確保

生産性向上

経験や資格に応じたレベル判定

経験・技能に応じた処遇

現場管理での活用

レベルに応じた賃金支払い

就業履歴の蓄積 能力評価の実施技能者・事業者の事前登録

レベル1 レベル2 レベル3 レベル4

見習い

中堅
技能者

職長

登録基幹
技能者

指導者

昇格
評定

昇格
評定

昇格
評定

昇格
評定

技能者の登録数 事業者の登録数

140万人が登録 25.9万社が登録

（R6.3時点）



建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律案

・建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、担い手の確保が困難。

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

（ 参 考 １ ） 建 設 業 の 賃 金 と 労 働 時 間

建 設 業 ※ 4 1 7 万 円 / 年 2 , 0 2 2 時 間 / 年
全 産 業 4 9 4 万 円 / 年 1 , 9 5 4 時 間 / 年

（ 参 考 ２ ） 建 設 業 就 業 者 数 と 全 産 業 に 占 め る 割 合 (  ) 内

[ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 1 0 . 4 ％ ） ⇒  [ R 4 ]  4 7 9 万 人 （ 7 . 1 ％ ）

背景・必要性

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出

処遇改善
労務費への

しわ寄せ防止
働き方改革・
生産性向上

労働時間の適正化
現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

・建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、
処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 5 % ）（ ▲ 1 5 . 6 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

法案の概要
１．労働者の処遇改善
○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告
○標準労務費の勧告

・中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告
○適正な労務費等の確保と行き渡り

・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止
国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表 （違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

○契約前のルール
・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象（リスク）の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化
・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール
・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たときは、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※

※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

３．働き方改革と生産性向上
○長時間労働の抑制

・工期ダンピング対策を強化（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）
○ICTを活用した生産性の向上

・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）

・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

技術者が、カメラ映像を確認し、現場へ指示

令和６年３月８日閣議決定
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グリーンインフラ推進戦略2023(令和5年9月)の概要

グリーンインフラで目指す姿 「自然と共生する社会」
グリーンインフラの意義：①ネイチャーポジティブ・カーボンニュートラル等への貢献 ②社会資本整備やまちづくりの質向上、機能強化 ③SDGs、地方創生への貢献

○ グリーンインフラの概念が定着し、本格的な実装フェーズへ移行するとともに、ネイチャーポジティブやカーボンニュートラル・GX等の
世界的潮流等を踏まえ、前戦略（R元年7月）を全面改訂し、新たな「グリーンインフラ推進戦略2023」を策定。

○ 本戦略では、新たにグリーンインフラの目指す姿や取組に当たっての視点を示すとともに、 官と民が両輪となって、あらゆる分野・
場面でグリーンインフラを普及・ビルトインすることを目指し、国土交通省の取組を総合的・体系的に位置づけ。

中
期
的
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
策
定
／
毎
年
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

世界的な潮流

〇 ネイチャーポジティブ

・昆明・モントリオール
生物多様性枠組（R4.12）

・生物多様性国家戦略
（R5.3閣議決定）

〇 カーボンニュートラル

・カーボンニュートラル宣言
（R2.10）

・GX推進法の成立（R5.5）

グリーンインフラへの期待

〇 社会資本整備・
まちづくり等の課題解決

・ 災害の激甚化・頻発化
・ インフラの老朽化
・ 魅力とゆとりある都市・

生活空間へのニーズ
・ 人口減少社会での

土地利用の変化

〇 新たな社会像の実現

・ SDGs
・ Well-being
・ ワンヘルス
・ こどもまんなか社会
・ 地方創生

（デジタル田園都市国家構想）

〇 日本の歴史・文化との
親和性を踏まえた活用

• 自然環境が有する機能を活用した
流域治水の推進

• 都市緑化や都市公園整備等によ
る吸収源対策

• 雨庭、雨水貯留・浸透施設の整備
• 建築物における木材利用推進 等

１） 自然の力に支えられ、
安全・安心に暮らせる社会

（安全・安心）

• 「居心地が良く歩きたくなる」
まちなかづくり

• 自然豊かな都市空間づくりや環境性
能に配慮した不動産投資市場の形成

• 住宅・建築物、道路空間、
低未利用地等の緑化推進 等

２） 自然の中で健康・快適に
暮らし、クリエイティブに
楽しく活動できる社会

（まち）

• 環境教育の推進
• 自然豊かな遊び場の確保
• かわまちづくり、多自然川づくり
• ブルーインフラ拡大プロジェクト

• グリーンインフラコミュニティの醸
成

等

３） 自然を通じて、安らぎと
つながりが生まれ、子ども
たちが健やかに育つ社会

（ひと）

• 景観・歴史まちづくりの推進
• 自然・文化等の観光資源の保全、

地域社会・経済に好循環をもたら
す持続可能な観光の推進

• カーボン・クレジットの活用
等

４） 自然を活かした地域活性
化により、豊かさや賑わいの
ある社会

（しごと）

「グリーンインフラのビルトイン」に向けた７つの視点

連携 コミュニティ 技術 評価 資金調達 グローバル デジタル

としまみどりの防災公園
（IKE・SUNPARK）
（東京都豊島区）

地域住民による
緑地の維持管理
（新潟県見附市）

鶴見川多目的遊水地
（神奈川県横浜市）

堀川の生物観察会に
参加する小学生
（愛知県名古屋市）

多くの人で賑わう
二子玉川ライズ
（東京都世田谷区）

大手町の森
（東京都千代田
区）

支 援 の 充実
（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金等）

「 グ リ ー ン イ ン フ ラ 官 民 連 携 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 」 や 経 済 団 体 と 連 携 し た 国 民 運 動 の 展 開

産 学 官 金の 多様 な主 体の 取 組の 促進
（グリーンインフラ官民連携プラットフォームの取組の深化等）

実 用 的 な評 価・ 認 証 手法 の構 築
（都市緑地等のグリーンインフラに係る評価制度の構築、TNFD※との連携等）

新 技 術 の開 発・ 活 用 の促 進
（新技術開発、自然資本のデジタル基盤情報の開発等、各技術指針への位置づけ等）

日産スタジアム
ブルーカーボン
生態系による
カーボン・
クレジット制度
（山口県周南市）

※TNFD=(Taskforce on Nature-related Financial Disclosures) 自然関連財務情報開示タスクフォース

キリンビール
横浜工場
（神奈川県横浜市）
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都市緑地法等の一部を改正する法律案

○ 都市緑地を質・量両面で確保し、良好な都市環境の形成を図るためには、民間事業者における緑地整備等の
取組の推進を図ることが不可欠である一方、
民間においては、緑地確保の取組は収益を生み出しづらいという認識が一般的であり、取組が限定的という課題。

○ 市場において緑地確保の取組が進むよう民間投資を誘導し、また融資を受けやすい環境にするには、良質な緑
地確保の取組の価値が投資家や金融機関、市民等の様々な主体に「見える化」されることが重要。

○ また、民間事業者等が行う緑地確保の取組について、気候変動対応、生物多様性確保、幸福度（Well-being）
の向上等の課題解決に向けてより効果的な取組を推進するため、国が一定の指針を示す必要。

○ 緑地確保の取組を行う民間事業者等が講ずべき措置に関する指針を国が策定。
○ 民間事業者等による良質な緑地確保の取組を国土交通大臣が評価・認定する制度を創設。

認定の審査に当たっての調査について、国の登録を受けた機関（登録調査機関）が代行。
○ 上記認定を受けた取組について都市開発資金の貸付けにより支援。 ＜予算＞

概要

背景・必要性
民間事業者等による緑地確保の取組の認定制度の創設【都市緑地法・都市開発資金法】

気
候
変
動
対
策

の
向
上

生
物
多
様
性
の
確
保

地域の価値向上

マネジメント・ガバナンス
土地・地域特性の把握・反映

Well-
being

土地・事業に関する 組織に関する

認定に当たっての評価の視点のイメージ

民間企業が、保有する緑地を再整備し、芝
生広場や自然観察等ができる樹林地を確保。

認定の対象となる取組のイメージ
●再開発等とあわせて、新たに良質な緑地を創出する事業 ●既存緑地の質の確保・向上に資する事業

高木主体の緑地の創出により
気候変動対応に貢献

多様な樹種、まとまった緑により
生物多様性を確保

（大阪市）

（港区 赤坂） （西東京市）

幸福度
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下水汚泥資源の肥料利用の推進

○ 輸入依存度の高い肥料原料の価格が高騰する中、「食料安全保障」「資源循環型社会構築」の観点から、農林
水産省と緊密に連携し、国内資源である下水汚泥の肥料化を推進


